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こ
う
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間
の
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雇
用
開
発
計
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が
固
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厚
生
労
働
省
の
労
働
政
策
審
議
会
は
三
月

二
三
日
、
二
○
○
六
年
度
か
ら
向
こ
う
五
年

間
の
「
地
域
雇
用
開
発
計
画
」
を
と
り
ま
と

め
、
川
崎
厚
労
相
に
提
出
し
た
。 

　
今
回
は
新
た
に
、
東
北
・
関
西
・
九
州
で

一
五
の
計
画
が
策
定
さ
れ
た
。
雇
用
の
伸
び

が
期
待
で
き
る
「
医
療
・
福
祉
」
分
野
で
の

創
業
支
援
（
兵
庫
県
）
や
、
産
官
学
連
携
に

よ
る
新
技
術
開
発
（
大
分
県
）
な
ど
、

地
域
資
源
を
活
か
し
た
雇
用
創
出
策
が

寄
せ
ら
れ
た
。 

　
計
画
数
は
全
部
で
一
二
○
と
な
り
、

前
回
（
○
一
年
度
〜
○
五
年
度
）
よ
り

一
四
減
少
し
た
。 

　
景
気
の
回
復
に
と
も
な
い
、
雇
用
情

勢
が
改
善
し
た
東
海
・
北
陸
地
区
で
は

「
計
画
終
了
」
と
な
る
地
域
が
相
次
ぐ

一
方
、
回
復
が
遅
れ
て
い
る
北
海
道
・

九
州
で
は
「
再
計
画
」
や
、
「
新
規
計

画
」
を
策
定
す
る
地
域
が
存
続
す
る
な

ど
、
依
然
と
し
て
地
域
間
格
差
は
解
消

し
て
い
な
い
の
が
実
情
だ
。 

   

「
地
域
雇
用
開
発
計
画
」 

 

「
地
域
雇
用
開
発
計
画
」
は
、
①
雇

用
機
会
増
大
計
画
②
能
力
開
発
就
職
促

進
計
画
③
求
職
活
動
援
助
計
画
④
高
度

技
能
活
用
雇
用
安
定
計
画
―
―
の
四
計

画
の
総
称
。
地
域
雇
用
政
策
の
「
基
本

法
」
と
も
い
わ
れ
る
「
地
域
雇
用
開
発

促
進
法
」（
一
九
八
八
年
）
に
基
づ
き
、

五
年
に
一
回
策
定
さ
れ
る
も
の
だ
。 

　
地
域
雇
用
開
発
計
画
は
当
初
、
雇
用

情
勢
の
悪
い
地
域
を
「
国
」
が
指
定
す

る
と
い
う
「
中
央
主
導
型
」
だ
っ
た
。

そ
の
後
、
「
地
方
分
権
」
の
流
れ
が
加
速
す

る
な
か
、
五
年
前
に
同
法
を
改
正
。
「
国
」

か
ら
「
地
方
」
（
都
道
府
県
）
に
指
定
方
式

が
シ
フ
ト
さ
れ
、
「
地
域
」
の
主
体
的
な
取

り
組
み
を
、
「
国
」
が
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る

方
式
に
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
さ
れ
た
。 

　
計
画
を
実
施
し
た
い
都
道
府
県
は
、
厚
労

相
が
定
め
た
「
地
域
雇
用
開
発
指
針
」
に
基

づ
き
、
地
元
市
町
村
の
意
見
を
踏
ま
え
た
「
地

域
雇
用
開
発
計
画
」
を
策
定
。
関
係
機
関
と

の
協
議
を
経
た
う
え
で
労
働
局
に
提
出
。
最

終
的
に
、
厚
労
相
の
「
同
意
」（
承
認
）
が
得

ら
れ
れ
ば
、
国
か
ら
財
政
支
援
な
ど
が
受
け

ら
れ
る
仕
組
み
だ
。 

  

求
職
活
動
援
助
地
域
　 

 

新
た
に
策
定
さ
れ
た
の
は
一
五
の
「
地
域

雇
用
開
発
計
画
」。
そ
の
う
ち
、
半
数
以
上

の
九
計
画
は
「
求
職
活
動
援
助
計
画
」
だ
。 

　
同
計
画
は
、
求
職
者
に
対
し
て
求
人
情
報

が
適
切
に
提
供
さ
れ
な
い
こ
と
か
ら
、
労
働

力
需
給
の
ミ
ス
マ
ッ
チ
が
生
じ
て
い
る
と
認

定
さ
れ
た
地
域
（「
求
職
活
動
援
助
地
域
」）

で
実
施
さ
れ
る
も
の
。 

　
国
は
ミ
ス
マ
ッ
チ
解
消
に
向
け
、
企
業
合

同
説
明
会
な
ど
の
「
地
域
求
職
活
動
援
助
事

業
」
を
展
開
。
実
効
性
を
高
め
る
た
め
、
地

域
の
実
情
に
明
る
い
事
業
主
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ

な
ど
に
事
業
を
委
託
し
、
「
地
域
密
着
型
」

の
就
業
支
援
策
を
進
め
る
。 

　
今
回
認
定
さ
れ
た
の
は
、
秋
田
県
、
滋
賀

県
、
京
都
府
、
大
阪
府
、
兵
庫
県（
二
地
域
）、

愛
媛
県
、
福
岡
県
、
大
分
県
の
八
府
県
内
の

九
計
画
。
そ
の
う
ち
、
大
阪
府
で
は
求
人
情

報
の
提
供
を
年
間
二
四
五
○
社
、
愛
媛
県
で

は
企
業
合
同
説
明
会
の
参
加
者
を
五
○
○
人

と
す
る
な
ど
、
地
域
の
就
職
率
を
向
上
さ
せ

る
取
り
組
み
を
予
定
す
る
。 

  

雇
用
機
会
増
大
促
進
地
域
　 

 

一
方
、
新
た
に
策
定
さ
れ
た
一
五
の
「
地

域
雇
用
開
発
計
画
」
の
う
ち
、
残
り
の
六
地

域
は
す
べ
て
「
雇
用
機
会
増
大
計
画
」
だ
。 

　
同
計
画
は
、
地
域
内
で
事
業
所
が
不
足
す

る
な
ど
、「
雇
用
の
場
」
が
少
な
い
地
域
（「
雇

用
機
会
増
大
促
進
地
域
」）
で
実
施
さ
れ
る

も
の
。
国
は
、
新
た
な
就
業
者
を
雇
い
入
れ

る
た
め
事
業
所
を
新
・
増
設
し
た
事
業
主
に
、

費
用
の
一
部
を
助
成
す
る
（
地
域
雇
用
開
発

促
進
助
成
金
）。 

　
今
回
策
定
さ
れ
た
の
は
、
秋
田
県
、
京
都

府
、
兵
庫
県
、
長
崎
県
、
大
分
県（
二
地
域
）

の
五
府
県
内
の
六
計
画
。
そ
の
う
ち
、
秋
田

県
（
南
部
地
域
）
で
は
、
五
年
の
計
画
期
間

内
に
新
規
雇
用
者
を
九
○
○
人
、
京
都
府
（
山

城
南
部
地
域
）
で
は
一
○
○
○
人（
五
年
）、

長
崎
県
（
長
崎
・
西
海
地
域
）
で
は
四
三
○

○
人
（
五
年
）
と
す
る
な
ど
、
具
体
的
な
「
数

値
目
標
」
を
盛
り
込
み
、
雇
用
の
「
掘
り
起

こ
し
」
に
力
点
を
お
く
。 

　
厚
生
労
働
省
は
、
今
後
も
雇
用
の
改
善
が

遅
れ
て
い
る
地
域
に
対
し
て
、
重
点
的
に
施

策
を
講
じ
る
方
針
だ
。 

（
調
査
部
　
遠
藤
　
彰
） 




